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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景・趣旨 

本市では、平成１７年３月に「豊橋市地域福祉計画」、平成23年３月に「第2期豊橋市地

域福祉計画」、平成2８年３月に「第３期豊橋市地域福祉計画」（以下、「第３期計画」とい

う。）を策定し、地域福祉を推進することで、子どもから高齢者まで全ての人が住み慣れた地

域で安心して暮らすことを目指し、様々な施策を展開してきました。

しかしながら、団塊の世代の全ての人が75歳以上の後期高齢者になる2025年に向けて引

き続き介護基盤の安定化を図っていくことが必要であり、また、子育てに関する不安や負担

感、仕事と子育ての両立に係る困難は依然として大きな課題となっています。さらに、社会構

造の変化、多様な価値観やライフスタイルの広がり、近所づきあいの希薄化等により、制度の

狭間の課題や複合的な課題を抱える世帯等への支援が必要となっており、既存の制度では解決

が難しい状況が見られます。 

既存の制度では対応が困難な状況に対し、国では、平成29年6月に「地域包括ケアシステム

の強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により、「社会福祉法」の一部が改正さ

れました。この改正では、地域福祉計画の策定が努力義務化され、「我が事・丸ごと」の地域

福祉推進の理念や、市町村が包括的な支援体制づくりに努める旨が規定されました。 

また、令和２年６月には「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法

律」が公布され、市町村において地域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に対する支援体

制と地域住民等による地域福祉の推進のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する「重

層的支援体制整備事業」を行うことができると規定されました。 

愛知県においても、平成28年に「あいち健康福祉ビジョン2020」を策定し、健康福祉全般

にわたる包括的な視点に立ち、将来の健康福祉のあるべき姿や、ライフステージに応じた切れ

目のない施策の方向性が示されました。 

こうした状況を踏まえ、本市においても第 3 期計画の施策を継承・発展し、福祉サービスの

充実を進めるとともに、個別の福祉政策だけでは対応が困難な地域生活課題へ対応するため、

市全体での包括的な支援体制づくりをはじめとした施策の推進を図り、一人ひとりが地域、暮

らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現を目指し、「第４期

豊橋市地域福祉計画」を策定します。 
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２ 計画の位置づけ及び計画の期間 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、第３期計画に引き続き、社会福祉法に基づく市町村計画として位置づけます。 

また、本計画は豊橋市総合計画を上位計画とし、地域福祉を推進するために必要な施策を体

系化するとともに、福祉の各分野において共通して取り組むべき事項や包括的支援体制の整備

に関する事項を記載した計画として豊橋市障害者福祉基本計画、豊橋市高齢者福祉計画などの

他の個別計画および豊橋市社会福祉協議会が策定する「豊橋市地域福祉活動計画」や東三河広

域連合が策定する「介護保険事業計画」との整合・連携を図りながら、施策を推進していきま

す。 

なお、再犯の防止等の推進計画に関する法律第8条における「市町村における再犯の防止等

に関する施策の推進に関する計画」及び成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条にお

ける「成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」を本計画に包含する

ことで、一体的な支援体制の構築を図ります。 

【位置づけのイメージ】 

第６次豊橋市総合計画 
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（２）計画の期間 

本計画は、令和３（２０２１）年度から令和７（２０２５）年度までの５年間を計画期間と

します。 

≪ 計画の期間 ≫

年 度 H28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7～

総
合
計
画

地
域
福
祉
計
画

（
社
会
福
祉
協
議
会
）

地
域
福
祉
活
動
計
画

第５次計画後期基本計画 

（平成 28 年度～令和 2 年度） 

地域福祉活動計画 

（平成 27 年度～令和 2 年度） 

第５次計画基本構想 

（平成 23 年度～令和 2 年度）

第４期計画 

（令和 3 年度～令和 7 年度）

第３期計画 

（平成 28 年度～令和 2 年度） 

第２期地域福祉活動計画 

（令和 3 年度～令和 7 年度） 

第６次計画基本構想 

（令和 3年度～令和 12 年度） 

第６次計画前期基本計画 

（令和 3 年度～令和 7 年度） 
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第２章 地域福祉を取り巻く現状・課題 

１ 統計からみる現状 

（１）人口の状況 

人口は緩やかな増加が続いてきたものの、平成 22 年の 376,665 人をピークに減少に転じてい

ます。また、未婚化や晩婚化などに起因する出生率の低迷や、主に大都市圏への若い世代の流出が見

られる昨今の情勢からも、今後も減少が続き、令和 12 年には 359,000 人まで減少する見込みとな

っています。 

年齢別の割合をみると、年少人口（０～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）は減少しているの

に対し、老年人口（65 歳以上）は増加傾向にあります。今後も出生数の低迷のみならず、平均寿命

の延伸などの社会的背景も相まって、人口に占める高齢者の割合はさらに増加することが見込まれま

す。 

※2020（令和２）年以降はコーホート要因法による推計値                    資料：国勢調査 
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（２）世帯の状況 

人口は減少しているものの、世帯数は増加を続けており、令和 12 年には 154,000 世帯まで増加

すると予測されています。１世帯あたりの人数は令和 2 年には 2.5 人、さらに令和 12 年には 2.33

人まで減少する見込みとなっており、今後も核家族化や単独世帯の増加が続くと見込まれます。 

※2020（令和２）年以降はコーホート要因法による推計値                    資料：国勢調査 
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（３）高齢者の状況 

高齢者世帯数は単独世帯・夫婦世帯共に増加傾向にあり、令和 1２年には単独世帯・夫婦世帯とも

に 10.1％となると見込まれています。 

要介護・要支援認定者数も増加しており、高齢者の増加に伴い、今後もこの傾向は続くものと見込

まれます。 

※2020（令和２）年以降はコーホート要因法による推計値          資料：東三河広域連合（各年 10 月 1 日現在）
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（４）子どもの状況 

出生数は年々減少傾向にあり、令和元年度には 2,777 人まで減少しました。 

合計特殊出生率は全国と比べ比較的高い値で推移していますが、平成 27 年をピークに下降に転

じ、人口減少や少子化が進んでいることを示しています。 

資料：住民基本台帳（各年度）

※合計特殊出生率に外国人は含まない。

資料：厚生労働省「人口動態統計」（国県・各年） 

豊橋市（市・各年）



10 

（５）障害者（児）の状況 

手帳所持者数の推移を見ると、平成 17 年と比較していずれも増加しており、総数で 5,275 人増

加しました。特に、精神障害者保健福祉手帳所持者は 3 倍以上増加しており、著しい伸びをみせてい

ます。 

資料：豊橋市（各年４月１日現在） 

（６）生活保護世帯の状況 

生活保護世帯は雇用・経済状況の改善に伴い平成 24 年度以降は減少傾向にあり、世帯数・人数と

もに緩やかに減少していました。しかし、令和 2 年度以降、新型コロナウイルス感染症による景気悪

化の影響を受け、生活保護世帯は増加することが見込まれます。

資料：豊橋市(各年度末現在) 
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（７）地域団体の状況 

自治会加入世帯数はほぼ横ばいで推移している一方で、老人クラブの人数は年々減少傾向にありま

す。 

資料：豊橋市（各年度末現在） 

（８）ボランティアの登録状況 

ボランティア登録数は、団体登録は平成 28 年度にやや増加しましたが、令和元年度に 839 団体ま

で減少し、個人登録も平成 24 年度の 860 人から令和元年度は 507 人まで減少しました。いずれも

登録者の高齢化が原因による減少と考えられており、若い世代の担い手が求められています。 

資料：社会福祉協議会・豊橋善意銀行・オレンジプラザ（年度計） 
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（９）成年後見制度の現状 

平成 25 年 5 月に開設した「豊橋市成年後見支援センター」における成年後見に関する相談件数は、

平成 26 年度の 363 件から、令和元年度には 454 件まで増加し、成年後見制度への関心が高まって

いることがうかがえます。また、今後も、認知症高齢者や単独世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成

年後見制度の利用の必要性が高まっていくことが見込まれるため、ニーズに対応できる担い手の確保が

求められます。 

資料：豊橋市成年後見支援センター（年度計） 

（１０）再犯防止を取り巻く状況 

平成 30 年における愛知県の再犯者数は平成２６年と比較して減少しているものの、再犯率は 2.5％

上昇し、47.1％となっています。犯罪をした人等は定職・住居を確保できない等の理由により、社会

的復帰が困難なことを踏まえ、社会や地域を構成する一員となるための支援をする必要があります。 

資料：名古屋保護観察所（各年）
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２ アンケート調査からみる今後の課題 

（１）地域福祉計画アンケート実施概要 

   ①趣旨 

    市民意識を数的に把握し、本計画へ反映するため実施 

   ②実施期間 

    令和元年 5 月～7 月 

   ③対象及び配布数 

対象 市民 自治会長 民生委員児童委員 
福祉・子ども関係 

事業所 

配布数 1,500 件 432 件 550 件 482 件（※） 

抽出方法 

満 18 歳以上の 

市民から小学校区

の人口を考慮し、

無作為に抽出 

全ての 

自治会長 

全ての 

民生委員児童委員 

市内に登録のある 

事業所 

調査手法 郵送 直接回収 直接回収 郵送 

回収数 592 件 392 件 538 件 296 件 

回収率 39.5％ 90.7％ 97.8％ 61.4％ 

   ※事業所向けアンケート調査は今回初めての実施 

（内訳） 

    介護保険事業所（地域密着型）：71 件 

    介護保険事業所（地域密着型を除く）：166 件 

    障害者福祉サービス事業所：162 件 

    保育所：61 件 

    幼稚園：22 件 

   ④主な新設質問項目 

     ・現在の相談体制が充足しているかについて 

     ・成年後見制度の認知度、市民後見人養成について 

     ・地域住民による支え合い活動を進めるにあたっての課題等について 

     ・地域等との連携について  など 
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（２）アンケート結果の概要 

問 あなたはどのような近所づきあいをしていますか。 

⇒全体の 16.8％が「近所づきあいはほとんどしていない」と回答。 

⇒60 歳代、70 歳代もそれぞれ 6.4％、7.1％が「近所づきあいはほとんどしていない」と回答。 

  ⇒一人暮らしの「近所づきあいはほとんどしていない」は 36.8％と最も高い割合。 

問 あまり近所づきあいをしていない理由は何ですか。（複数回答可） 

 ⇒最も多かった理由は 60.5％の「仕事などで家にいないことが多いから」。 

  ⇒次いで「近所の人と知り合う機会が少ないから」が多く、42.1％が回答した。 

問 悩みや不安について、あなたはどこ（誰）に相談していますか。（複数回答可） 

⇒最も多い回答は、「家族・親族」であり、70.1％が回答。 

  ⇒「相談はしない」と回答した人が 11.0％、「市役所・窓口センター」は 5.6％、「地域包括支援センタ

ー」は 3.0％。 

問 あなたは現在の相談支援体制は十分だと思いますか。 

⇒「分からない」が最も多く、64.7％。次いで「足りないと思う」が 18.2％。 

問 どのようなことが足りないと思いますか。（複数回答可） 

 ⇒「どこに相談したらよいか分からない」が最も多く 55.6％。次いで「気軽に相談できる場所や人が身近

にいない」で 53.7％の回答。 

問 あなたのお住まいの地域で、地域住民による地域の支え合い活動を進めるにあたっての課題は何です

か。（複数回答可） 

⇒「地域福祉活動に関わる人が少ない」と答えた民生委員児童委員が 44.2％、自治会長で 59.7％。 

  ⇒「地域福祉に無関心な人が多い」と答えた民生委員児童委員が 39.2％、自治会長で 52.8％。 

問 地域住民が地域の支え合い活動を推進するためにあなたが必要だと考えることは何ですか。（複数回答

可） 

⇒民生委員児童委員、自治会長ともに「活動の担い手となる人材育成」が最多。 

（民生委員児童委員：55.0％ 自治会長：63.3％） 

問 地域住民がお互いに助け合う福祉を進めるため、行政は何に取り組むべきとお考えですか。（複数回答

可） 

⇒「様々な人々が気軽に集える居場所づくりを支援する」が最多（28.4％）。 

問 今後、ボランティア団体の活動や NPO 活動に参加したくない理由は何ですか。（複数回答可） 

⇒「仕事や家事、育児が忙しくて時間が取れない」の回答が 44.3％。 

  ⇒次いで、「健康などに不安がある（35.9％）」、「活動内容がよくわからない、よく知らない

（32.1％）」。 

１．近所づきあいの程度について 

２．悩みの相談先、相談支援体制について

３．地域での支え合い活動について
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問 他の組織団体と連携するうえで困っていることは何ですか。（複数回答可） 

【民生委員児童委員・自治会長】 

  ⇒民生委員児童委員の最多回答は「組織団体の人と出会う機会がない」。（民生委員児童委員：34.8％ 自

治会長：33.4％） 

  ⇒自治会長の最多回答は「組織団体と連携の仲介・調整をしてもらえる人がいない」。（民生委員児童委

員：17.1％ 自治会長：34.2％） 

 【福祉・子ども関係事業所】 

  ⇒「職員の負担が大きく連携まで手が回らない」が最多（57.4％）。 

  ⇒次いで、「地域の諸団体等の人と出会う機会がない」が多く、39.5％が回答し、「地域の諸団体等と連携

の仲介・調整をしてもらえる人がいない」の回答も 27.0％。 

問 あなたは災害時に、近隣にお住まいの避難行動要支援者の方に対して、手助けすることができます 

か。 

⇒「手助けできるかどうか不安である」が最多で 55.9％。また、16.4％の人が「手助けできない」と回

答。 

問 それはどういった理由からですか。（複数回答可） 

⇒最多の回答は、「近隣に避難行動要支援者がいるか知らないから（48.8％）」。 

問 避難行動要支援者支援事業を行ううえでの困りごとはありますか。（複数回答可） 

【民生委員児童委員・自治会長】 

  ⇒民生委員児童委員・自治会長のどちらも「台帳を活用した具体的な取り組み方法が分からない」が最

多。（民生委員児童委員：29.9％ 自治会長：32.9％） 

  ⇒また、「活動の担い手が不足しており、対応ができない」についても民生委員児童委員の 23.2％、自治

会長の 28.8％が回答した。 

問 成年後見制度についてどのような印象を持っていますか。（複数回答可） 

【市民】 

  ⇒「不正が行われないか不安」と回答した人が 44.7％で最も多かった。 

  ⇒次いで、「どうやって利用の手続をしたらよいか分からない」と回答した人が 31.3％。 

 【民生委員児童委員・自治会長】 

  ⇒民生委員児童委員・自治会長のどちらも「制度を利用することで、本人の権利擁護に繋がると考えている」

の回答が最多。（民生委員児童委員、自治会長ともに 43.1％） 

問 市民後見人についてあなたの考えに最も近いものをお答えください。 

⇒市民後見人について、「自分はなる気がないが、市民後見人という仕組みは応援したい」と回答した人 

  が 52.7％で最も多かった。 

４．地域での組織団体間の連携について

５．避難行動要支援者への支援について

６．成年後見制度について
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（３）アンケート結果から見た課題まとめ

□年代が若くなるほど近所づきあいをしていない人が増加している。 

□60～70 歳代でも近所づきあいをあまりしていない人が一定数確認できる。 

□一人暮らし世帯では、近所づきあいをほとんどしていない人が最も多い。 

□あまり近所づきあいをしていない理由は仕事などで家にいないことや、近所の人と知り合う機会が

少ないことが背景となっている。 

□不安や悩みを抱えた時の相談先では、公の支援機関や相談窓口はあまり利用されておらず、相談は

しないという人もやや多く見受けられる。 

□現在の相談体制が不十分である理由として、どこに相談してよいか分からないことや、身近に相談

できる場所がないことなどが挙がっている。 

□支え合い活動での課題は、地域福祉に無関心な人が多いことや、地域福祉に関わる人材がいないこ

となどが挙がっている。 

□これらの課題を踏まえ、人材育成や地域福祉のＰＲなどを行政に求めている。 

□ボランティア活動等へ参加したくない（しない、できない）要因としては、時間がとれないこと

や、活動内容等をそもそも知らないことが挙がっている。 

□連携をする際の課題としては、組織団体と出会う機会がないことや、仲介・調整をする機能が不足

していることが挙げられている。 

□要支援者を手助けできるか不安、またはできないと考える理由としては、近隣に要支援者がいるか

分からないことが挙げられている。 

□台帳活用の具体的な取り組み方法が分からないことや、支援の担い手が不足していることが課題と

なっている。 

□市民後見人の仕組みについては一定の理解を得ている。 

□制度については、権利擁護に効果があると考えている一方で、制度の手続きがわからないことや、

不正が行われていないか不安だと考えている。 

１．近所づきあいの程度について

２．悩みの相談先、相談支援体制について

３．地域での支え合い活動について

４．地域での組織団体間の連携について

５．避難行動要支援者への支援について

６．成年後見制度について
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３ 第３期豊橋市地域福祉計画の総括 

（１）取組みの方向ごとの総括 

第３期計画（平成 2８年度～令和２年度）においては、４つの基本目標と９つの取組みの

方向に基づき、施策を進めてきました。 

第４期豊橋市地域福祉計画の策定にあたっては、これまでの推進施策についての検証及び

評価をふまえ、本計画に引き継ぐ分野及び重点をおくべき分野を明確にする必要があります。

そこで、第３期計画を取組みの方向ごとに総括を行い、本計画策定に向けた今後の方向性を

検討しました。 

■第３期豊橋市地域福祉計画における施策の体系図 

取組みの方向 

（１）支え合い・助け合い活動の推進 

（２）人権の尊重と権利擁護体制の充実 

（１）人にやさしいまちづくりの推進 

（２）災害時要配慮者への支援 

（１）地域福祉の担い手づくりの推進 

（２）ボランティア・ＮＰＯ活動の推進 

（１）総合的な相談体制の充実 

（２）情報提供の充実 

（３）福祉サービスの充実 

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
、

全
て
の
人
が
健
康
的
で
生
き
が
い
を
持
ち
、

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
社
会
の
実
現

基本理念 基本目標 

基本目標１ 

思いやりを持ってとも

に支え合う地域づくり 

基本目標２ 

安全・安心に暮らせる

地域づくり 

基本目標３ 

地域福祉を支える活動

基盤づくり 

基本目標４ 

必要な支援を受けられ

る環境づくり 
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取組みの方向（１） 支え合い・助け合い活動の推進 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

「まちの居場所」・「ま

ちの支え合い」活動数 31 か所 66 か所 114 か所 123 か所 130 か所 100 か所

高齢者等見守りネット

ワーク協力事業所数 144 事業所 160 事業所 161 事業所 153 事業所 150 事業所 250 事業所

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

①支え合い・助け合い
の交流活動の促進 ４ 

・「お互いさまのまちづくり協議会」の設置 

・地域いきいき子育て促進事業 

・地域コミュニティ支援事業（「住みよい暮らしづくり計画」作成支援） 

・民生委員活動事業 

②見守り活動の促進 ７ 

・高齢者等見守りネットワーク事業 

・友愛訪問・一声運動の実施 

・見守りボランティアの育成、見守りの実施 

・徘徊・見守りＳＯＳネットワーク事業 

（豊橋認知症おかえりネットワーク事業） 

・地域包括支援センター運営事業  

・地域ケア会議の開催 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・お互いさまのまちづくり協議会を通して、地縁団体など関係団体が連携してお互いさまのま 

ちづくりを進め、地域住民の互助活動である支え合い活動が普及拡大しました。 

・地域いきいき子育て促進事業による講座を通して地域の人と子どもとの交流ができ、地域ぐ 

るみで子どもを育む体制を充実させるとともに、休みの日の子どもたちの居場所づくりを進 

めることができました。 

（イ）主な課題 

・高齢者等見守りネットワーク事業の協力事業所数は伸び悩んでおり、協力事業所を継続的に 

確保するための対応が必要です。 

（ウ）総括 

  高齢者等見守りネットワーク事業の協力事業所は目標に達していませんが、「まちの居場

所」・「まちの支え合い」活動数は目標を上回っており、また、地域いきいき子育て促進事業

では子どもたちの居場所づくりが進んでいます。さらに、民生委員や見守りボランティア等

の協力により、地域の高齢者世帯や障害者世帯に対する見守り活動が進んでいることから、

本取組みは概ね順調に進んでいます。 

基本目標１ 思いやりを持ってともに支え合う地域づくり 

【今後の方向性】 

・地域のつながりの希薄化による社会的孤立を防ぐため、今後も継続して既存の居場所の拡大、充

実に加え、新たな居場所づくりに向けた支援を行います。 

・地域住民の地域生活課題への意識、関心を高めるための取組みを進めていきます。 

・地域住民や行政だけでなく、地域の多様な団体も参加する地域福祉活動の推進を行います。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（２） 人権の尊重と権利擁護体制の充実

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

認知症サポーター数

（年間） 4,525 人 4,797 人 4,547 人 3,939 人 4,299 人 5,000 人

成年後見支援センター

の相談受付件数（年間） 363 件 404 件 440 件 446 件 454 件 500 件

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

①人権啓発の推進 ４ 

・認知症サポーター養成講座の実施  

・市民・職員向けパンフレットの作成及び職員向け研修会の開催 

・地域人権啓発活動事業  

・男女共同参画啓発事業  

②権利擁護の推進 ６ 

・成年後見制度推進事業 

・成年後見制度利用支援事業  

・日常生活自立支援事業  

・高齢者虐待防止ネットワーク運営事業  

・児童虐待防止に関するネットワークの推進  

・障害者虐待防止事業  

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・成年後見支援センターの相談受付件数は目標値に未達成であるものの、相談件数は増加して 

います。豊橋市成年後見支援センターが中心となって相談支援等を行い、認知症等によ 

り判断能力が不十分な人の権利擁護を推進することができました。 

（イ）主な課題 

・男女共同参画啓発事業による DV 防止啓発運動では、配偶者からの暴力の防止及び被害者の  

保護等に関する法律（ＤＶ防止法）を知っている人の割合が減少しており、法令の理解を深

める啓発方法の検討が必要です。 

  ・成年後見制度推進事業は、相談支援を引き続き進めていく一方で、増加する後見ニーズに対 

して継続的な支援が行えるよう、後見の担い手の確保や後見人を支える仕組みの構築が必要 

です。 

（ウ）総括 

DV 防止法のさらなる周知・啓発が今後の課題として残っているものの、成年後見支援セン

ターの相談受付件数は毎年増加を続けており、成年後見制度を必要とする人への支援を進め

ることができました。また、高齢者、障害者、子どもへの虐待防止についてはそれぞれネッ

トワークを整え、関係機関と連携して支援を行うことができていることから、本取組みは概

ね順調に進んでいます。 

【今後の方向性】 

・成年後見制度の担い手を確保するとともに、広報、相談、制度利用促進、後見人支援の機能を備え

た地域連携ネットワークの整備を進めます。 

・高齢者、障害者等に対する虐待防止や配偶者に対する暴力根絶等の権利擁護の意識をさらに広げ

る取組みを行います。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（１） 人にやさしいまちづくりの推進

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

「赤ちゃんの駅」登録

施設数 100 か所 212 か所 217 か所 234 か所 245 か所 200 か所

「人にやさしいまちづ

くり」に関する出前講

座参加者数（累計） 
23,002 人 26,411 人 27,630 人 28,989 人 30,479 人 34,800 人

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

暮らしやすい生活環境の充実 ７ 

・赤ちゃんの駅登録事業 

・人にやさしい道づくり事業 

・地域のニーズに応じた公園施設の整備 

・駅、電停、車両のバリアフリー化の促進 

・地域主体のコミュニティバスの運行  

・人にやさしいまちづくり推進事業 

・ユニバーサルデザイン推進事業 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・「赤ちゃんの駅」登録施設数は、目標値を達成し、安心して親子が外出できるまちづくりを

進めることができました。 

  ・地域のニーズに応じた公園施設の整備事業により、ユニバーサルデザインを採用した公園

を新たに整備し、誰もが使いやすい公園を市民に提供することができました。 

（イ）主な課題 

・地域主体のコミュニティバスの運行事業は公共交通空白地域における日常の交通手段を市

民へ提供することができましたが、地域運営団体が主体となってさらなる利用促進を行うこ

とが必要です。 

・まちづくりボランティアの高齢化等により、啓発活動の担い手不足が課題となっており、継

続的な人材育成が必要です。 

（ウ）総括 

「赤ちゃんの駅」登録施設数が目標を達成しているほか、バリアフリーやユニバーサルデザ

インの視点から意識啓発や公共施設・交通機関の整備を進め、誰もが安心して安全に外出で

きるための環境の確保が進んだことから、本取組みは順調に進んでいます。 

基本目標２ 安全・安心に暮らせる地域づくり 

【今後の方向性】 

・様々な人々の暮らしやすさの向上のため、継続して公共施設のバリアフリー化やユニバーサルデ

ザインの採用を進めるとともに、「人にやさしいまちづくり」の推進に向けた啓発活動を継続して

行います。 

●総合評価：成果が上がっている A 
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（２） 災害時要配慮者への支援

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

避難行動要支援者台帳

登録者数 1,534 人 1,452 人 1,375 人 1,27１人 1,247 人 2,000 人

防災リーダー養成講座

修了者数（累計） 510 人 712 人 814 人 924 人 1,026 人 850 人

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

①要配慮者支援の充実 ６ 

・避難行動要支援者支援事業 

・緊急通報装置設置事業 

・友愛訪問・一声運動の実施【再掲】  

・高齢者に関する民生委員・児童委員活動【再掲】 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）【再掲】 

・見守りボランティアの育成、見守りの実施【再掲】  

②地域ぐるみの防災活動の推進 ４ 

・自主防災組織育成事業 

・とよはし防災リーダー養成講座の実施 

・防災まちづくりモデル校区事業 

・災害ボランティアコーディネーター養成講座の実施 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・防災リーダー養成講座修了者数は、Ｈ30 年度に目標値を達成し、地域の自主防災活動の担 

 い手を育成することができました。 

  ・友愛訪問及び一声運動の実施により、単独世帯の高齢者等の見守り活動を通じた安否確認

が進み、地域ぐるみでの安全確保を推進することができました。（H28～Ｒ1 年度の延べ

訪問数：友愛訪問 2,578 世帯 一声運動 11,056 人） 

（イ）主な課題 

・避難行動要支援者台帳登録者数は目標値に未達成で、台帳登録をはじめとした避難行動要支 

援者（災害発生時に家族等の援助が困難で何らかの手助けを必要とする人）への支援体制を 

充実するための支援者台帳の効果的な活用方法を検討する必要があります。 

（ウ）総括 

避難行動要支援者台帳登録者数は目標に達していませんが、地域の災害時要配慮者を把握し、

情報共有することで災害時の円滑な支援体制の整備を進めることができました。また、防災

リーダーの養成や自主防災組織の充実・強化を図ることで、災害時の助け合いに対する地域

住民の関心を高めることができたことから、本取組みは概ね順調に進んでいます。 

【今後の方向性】 

・南海トラフ地震等の大規模災害に備えるため、引き続き避難行動要支援者登録台帳の登録及び活 

用を通して災害時の支援を視野に入れた顔の見える関係性づくりを進めるとともに、要支援者へ

の支援体制の充実を図ります。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（１） 地域福祉の担い手づくりの推進 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

福祉ボランティア登録

者数 26,312 人 26,878 人 26,236 人 25,796 人 24,742 人 28,000 人

市民活動プラザ登録団

体数 387 団体 429 団体 440 団体 451 団体 459 団体 460 団体

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

福祉人材の確保・育成 ９ 

・アクティブシニア活動促進事業 

・介護予防ボランティア（ほの国体操リーダー）の養成 

・子育てサポーター養成講座の実施  

・読み聞かせボランティア養成講座の実施 

・地域福祉支えあい事業  

・福祉協力校・研究校の委嘱、助成 

・ボランティア養成講座の開催 

・オレンジフェスタの開催 

・民生委員活動事業【再掲】 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・オレンジフェスタの開催により、広く市民に対して市民活動について知る機会を提供し、

裾野を拡大するとともに、その具体的な活動内容を周知啓発することができました。 

・市民活動プラザ登録団体数は累計で 459 団体にのぼり、多様な団体の地域参画を推進する

ことができました。 

（イ）主な課題 

 ・福祉ボランティア登録者数は目標値を下回っており、地域福祉の担い手の確保及び育成に継 

続して取り組む必要があります。 

・体操の自主グループからの需要が高く、ほの国体操リーダーの担い手が不足している状況に 

あるため、担い手確保の取組みを強化していく必要があります。 

（ウ）総括 

地域福祉の担い手確保が課題として残っているものの、オレンジフェスタ等のイベントの開

催により、多くの人の福祉への理解と関心を深め、地域福祉の担い手の裾野を広げることが

できました。また、福祉協力校・研究校を中心に福祉教育を推進することで新たな担い手の

育成を進めており、本取組みは概ね順調に進んでいます。 

基本目標３ 地域福祉を支える活動基盤づくり 

【今後の方向性】 

・地域福祉の啓発により活動を知る機会の充実を図るとともに、その活動の中心人物及び中心人物 

を支える人材を育成するなどの担い手の確保に取り組みます。 

・既存の地域福祉の実践者の活動の周知、理解促進を進めます。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（２） ボランティア・ＮＰＯ活動の推進 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

ボランティア活動

人数（年間） 49,528 人 50,899 人 47,762 人 48,040 人 46,160 人 55,000 人

総合福祉センター・

地域福祉センター

利用者数（年間） 
317,186 人 301,067 人 297,976 人 266,042 人 249,192 人 340,000 人

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

ボランティア・ＮＰＯ活動の活性化 ９ 

・アクティブシニア活動促進事業【再掲】 

・子育てサポーター養成講座の実施  

・読み聞かせボランティア養成講座の実施 

・ボランティア情報の集約と発信の充実  

・ボランティアセンターの運営  

・市民活動プラザの運営 

・校区市民館管理運営事業 

・総合・地域福祉センター管理運営事業 

・ボランティア養成講座の開催 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・ボランティアセンター運営事業では、ＳＮＳや動画配信サイトを新たに活用し、ボランテ 

ィア情報を提供するなど、ボランティア活動への支援の充実を図りました。 

・校区市民館管理運営事業では、地域コミュニティの推進拠点として施設の適正な維持管理を 

行い、まちづくり活動や生涯学習の場として快適に利用できる環境づくりを進めることがで 

きました。（利用者数 H28 年度：1,043,144 人→Ｒ1 年度 1,053,101 人） 

（イ）主な課題 

・ボランティア活動人数及び総合福祉センター・地域福祉センター利用者数はどちらも目標値 

に未達成であり、地域福祉活動の拠点として、ボランティア活動及びＮＰＯ活動への支援に 

引き続き取り組んでいく必要があります。 

・子育てサポーター養成講座の実施により、子育て支援を行うボランティアを養成することが 

できましたが、ボランティアの高齢化が進んでおり、若年層を対象としたボランティアの発 

掘が必要です。 

（ウ）総括 

 ボランティア活動に関する情報提供や講座の実施により、人材育成やボランティア活動の啓

発を行うことができました。また、校区市民館管理運営事業により、まちづくり活動や生涯

学習を行う場として快適な環境づくりを進めることができましたが、若年層をはじめとした

より多くの人にボランティア参加機会の提供を行うことが今後の課題です。 

【今後の方向性】 

・ボランティア団体の構成員の高齢化による担い手の減少や団体の解散等、組織力の低下がみられ

ることから、ボランティア活動団体等への支援に取り組みます。 

・活動、分野を越えて多様な団体の協働を支えるネットワークの体制を強化します。 

●総合評価：あまり成果が上がっていない C
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（１） 総合的な相談体制の充実 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

「福祉カルテ」登録

件数 4,472 件 4,429 件 4,503 件 4,376 件 4,222 件 4,800 件

障害者（児）及びそ

の家族からの相談

件数（年間） 
17,531 件 20,098 件 24,154 件 22,623 件 27,089 件 18,000 件

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

総合的な相談体制づくり １5 

・地域福祉サービスセンター事業  

・地域包括支援センター運営事業【再掲】 

・子育て支援プラットフォーム事業  

・保育園・幼稚園・認定こども園の相談事業 

・地域子育て支援センター事業 

・とよはし総合相談支援センター運営事業及び障害者相談支援事業 

・障害者福祉会館相談事業 

・身体・知的障害者相談事業  

・自立相談支援事業 

・住居確保給付金事業 

・一時生活支援事業 

・学習支援事業 

・地域ケア会議の開催【再掲】 

・自立支援協議会の開催 

・成年後見制度推進事業【再掲】 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・障害者（児）及びその家族からの相談に応じ、必要な支援を行うことができました。 

  ・地域子育て支援センターの整備により、地域における子育て支援の拠点として、保護者の 

交流の場づくりや育児不安の解消を進めることができました。 

（イ）主な課題 

 ・「福祉カルテ」登録件数はほぼ横ばいで推移していますが、目標値を下回っており、支援を 

必要とする世帯等の情報把握に引き続き取り組んでいく必要があります。 

・自立支援協議会等の開催により、多様な課題を抱える人への支援を行った一方で、課題の 

更なる多様化や複雑化への対応が求められています。 

（ウ）総括 

「福祉カルテ」への登録等により支援が必要な世帯を継続して把握することが必要であるも

のの、障害者（児）の家族からの相談については相談支援機関の周知を進めることにより、

課題を抱える多くの人に支援を行うことができました。また、地域における子育て支援の拠

点整備が進み、民生委員・児童委員や地域の事業所等と連携した相談体制づくりを進めるこ

とができたことから、本取組みは概ね順調に進んでいます。 

基本目標４ 必要な支援を受けられる環境づくり 

【今後の方向性】 

・地域住民や民生委員、事業所と連携して支援が必要な世帯の把握及び支援に向けた取組みを引き

続き行います。 

・「8050 問題」や「ダブルケア」等、ひとつの世帯で課題を複合的に抱える状況が見られ、その個

別性の高さから支援に苦慮していることから、これらの課題へ対応できる機能を整備します。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（２） 情報提供の充実 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

手話奉仕員養成研

修修了者数（累計） - 21 人 48 人 87 人 110 人 180 人

豊橋子育て支援情

報ポータルサイト

「育なび」へのアク

セス件数（月平均）

- 9,720 件 15,036 件 17,123 件 17,519 件 17,000 件

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

情報提供体制の充実 ７ 

・豊橋子育て支援情報ポータルサイト「育なび」の運営 

・意思疎通支援事業 

・活字等広報事業 

・外国人相談事業 

・活字等広報事業 

・福祉サービスやボランティア活動の情報発信 

・インターネット等を通じた情報発信 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・豊橋子育て支援情報ポータルサイト「育なび」へのアクセス件数はＨ30 年度に目標値を達 

成しており、サイトを通じて子育て情報を提供することができました。 

・外国人相談事業の実施により、外国人市民に対する相談の実施や行政情報の提供などを行

い、外国人市民が暮らしやすい環境づくりを進めることができました。 

（イ）主な課題 

・手話奉仕員養成研修修了者数は年々増加していますが、目標値に未達成であるため、より多 

くの参加者を募る仕組みづくりを進める必要があります。 

・意思疎通支援事業による手話通訳者等の派遣により、聴覚障害者のコミュニケーション手段 

を確保し、社会参加促進を行った一方で、増加する派遣ニーズに対応できる人材の確保が課 

題となっています。（手話通訳者、要約筆記者延べ派遣件数：H28 年度:940 件→Ｒ1 年 

度:1,179 件） 

（ウ）総括 

手話奉仕員養成研修修了者数は目標に達していませんが、ポータルサイトやＳＮＳなどの各

種情報提供ツールを活用し、子育てに関する情報などの福祉サービス等の情報を多くの人に

提供することができました。また、日本語での情報入手が困難な外国人市民に対応した情報

提供を進めたことから、本取組みは概ね順調に進んでいます。 

【今後の方向性】 

・障害者や外国人市民等、様々な人々に配慮した方法による情報提供を進めます。 

・手話講習会や点訳・音訳等のボランティア養成講座の周知・充実を進め、聴覚障害者や視覚障害者 

に対する情報提供の担い手の確保を図ります。 

●総合評価：概ね成果が上がっている B
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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取組みの方向（３） 福祉サービスの充実 

（１）数値目標 

評 価 内 容 
現状値 
(H26) 

H28 H29 H30 R1 
目標値 
(Ｒ２) 

放課後児童クラブ
設置数 67 か所 83 か所 85 か所 87 か所 93 か所 83 か所

福祉的就労から一
般就労への移行者
数及び就労支援事
業所の利用者数の
合計（年間）

712 人 1,151 人 1,348 人 1,492 人 1,408 人 800 人

（２）推進施策の内容 

施策の方向性 事業数 事業一覧

サービスの質の向上 １０ 

・法人保育所・認定こども園通常保育事業 

・私立幼稚園運営費補助金 

・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

・放課後子ども教室 

・地域子育て支援センター事業【再掲】  

・障害者地域生活支援事業 

・障害福祉サービス等給付事業 

・障害児支援等給付事業  

・民間社会福祉施設運営費補助事業 

・社会福祉施設等指導監査事業 

（３）成果と課題 

（ア）主な成果 

・放課後児童クラブ設置数は、目標値を達成し、児童が安全で安心して放課後を過ごせる環境 

整備を進めることができました。 

・福祉的就労から一般就労への移行者数及び就労支援事業所の利用者数も目標値を達成し、障

害者の自立と社会参加を促進することができました。 

（イ）主な課題 

・放課後児童健全育成事業については、利用者ニーズに合わせた開所時間の延長などを行い、 

サービスの充実を図ったものの、更なるサービスの充実を図るため利用者ニーズの的確な把 

握が課題となっています。（放課後児童クラブ利用人数：H28 年度:33,634 人→Ｒ1 年 

度:38,498 人） 

（ウ）総括 

放課後児童クラブの設置数、福祉的就労から一般就労への移行者数及び就労支援事業所の利

用者数が目標を達成しており、また、社会福祉法等の規定に基づき社会福祉施設等の指導監

査を行い、適正な運営と施設利用者への適切なサービスの提供を図ったことから、本取組み

は順調に進んでいます。 

【今後の方向性】 

・高齢化の進展により福祉サービスを必要とする人の増加が見込まれるため、引き続き福祉サービ

スの質の向上を図るため、事業者への指導や利用者ニーズの把握を進めます。 

●総合評価：成果が上がっている A 
数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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（２）評価一覧 

区   分 

総合評価 

基本目標 取組みの方向 

１ 思いやりを持ってともに支え合う地
域づくり 

（１）支え合い・助け合い活動の推進 B 

（２）人権の尊重と権利擁護体制の充実 B 

２ 安全・安心に暮らせる地域づくり 

（１）人にやさしいまちづくりの推進 A 

（２）災害時要配慮者への支援 B 

３ 地域福祉を支える活動基盤づくり 

（１）地域福祉の担い手づくりの推進 B 

（２）ボランティア・ＮＰＯ活動の推進 C 

４ 必要な支援を受けられる環境づくり 

（１）総合的な相談体制の充実 B 

（２）情報提供の充実 Ｂ 

（３）福祉サービスの充実 A 

数値目標の達成状況や成果と課題から総合的に判断し、A～D の 4 段階で評価 

（総合評価 A：成果が上がっている B：概ね成果が上がっている C：あまり成果が上がっていない D：成果が上がっていない） 
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（３）全体の総括 

第３期計画は、「子どもから高齢者まで、全ての人が健康的で生きがいを持ち、安心して暮

らせる地域社会の実現」を目指し、４つの基本目標を定め、地域福祉を推進してきました。 

 ◆基本目標１「思いやりを持ってともに支え合う地域づくり」 

高齢者、子どもといった分野ごとに居場所づくりが進められ、地域での支え合い活動を普

及させてきました。この活動をさらに進めるとともに、多世代の交流や多様な活躍の場を確

保する地域づくりに向けた支援も進めていくことで、さらに支え合いの関係を拡げる活動を

推進していくことが必要です。 

 ◆基本目標２「安全・安心に暮らせる地域づくり」 

誰もが暮らしやすい生活環境の整備を進めるとともに、災害発生時に手助けを必要とする

人に対し、適切な支援をすることができる体制づくりを進めており、これらの事業がより多

くの人に行き届くよう、さらに進めていくことが必要です。 

 ◆基本目標３「地域福祉を支える活動基盤づくり」 

ボランティア活動の啓発のため、主に若い世代をターゲットにした周知方法を活用してボ

ランティア活動への支援の拡充を行ったものの、未だ地域福祉の担い手確保が課題であるた

め、地域福祉の実践者の活動の周知や理解を進め、地域への参画の働きかけを行うことが必

要です。 

 ◆基本目標４「必要な支援を受けられる環境づくり」 

これまで高齢や障害等の典型的と考えられるリスクや課題を想定し、その解決のため現金給

付や福祉サービス等を含む現物給付を行うといった基本的なアプローチの下で、公的な保障の

量的な拡大と質的な発展を進め、分野別や対象者のリスク別の支援制度が発展しました。 

しかし一方では、個人や世帯が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化（社会的孤立、

ダブルケア、8050 問題等）していることから、各制度の下でも支援に苦慮しているため、課

題に対し分野横断的に対応することが必要です。 

以上の第３期計画の評価を踏まえ、今後は地域による支え合い活動のさらなる普及や、包括

的な相談支援体制の充実等に力を入れていく必要があります。また、新型コロナウイルス感染

症の影響により、福祉支援を必要とする人が増加することが見込まれ、それぞれのニーズに対

応できる体制を整備することが必要です。さらに、AI の導入や ICT の利活用を視野に入れた

施策の推進を検討することも重要です。 
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第３章 基本理念・基本目標 

１ 基本理念 

第１期・第２期・第３期計画において、地域福祉を推進するための様々な施策を展開して

きました。しかし、核家族化や少子高齢化などの社会構造の変化や地域の関係性の希薄化等

に起因する社会的孤立や制度の狭間の問題、複合的な課題といった既存の制度では解決する

ことが難しい生活課題への対応が必要となっています。 

このような中、地域住民や地域の様々な主体が参画し、つながることで住民一人ひとりの

暮らしと生きがいを創っていく「地域共生社会」の考え方を踏まえて地域福祉を推進するこ

とが必要と考え、今回策定する第４期豊橋市地域福祉計画ではこれまでの計画で掲げた基本

理念を継承・発展させ、全ての人が主体的に地域に関心を持ち、お互いが支え合い、助け合

いながら暮らせる地域社会の実現を目指し、次のとおり基本理念を定めます。 

全ての人が関心を持って、

お互いに支え合い、 

いきいきと暮らせる地域社会の実現 

また、本市は令和元年に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されるなど、「ＳＤＧｓ」へ積極的

に取り組んでおり、地域福祉においても「ＳＤＧｓ」の視点を持って施策を推進します。 

《本計画と関連の強い目標》 



30 

２ 基本目標 

これまでも高齢者・子どもの交流の場や居場所づくりなどの住民同士による支え合い活動

の普及を支援してきたほか、各種講座等を通じて支え合いなどの地域福祉の意識の醸成や担

い手づくりを進めて来ました。今後も継続して地域福祉の意識の醸成、地域福祉を支える担

い手育成や活動基盤づくりを進め、またそれらを一体的に取り組むことで効果的に地域福祉

の推進を行うことが必要です。 

また、支援が必要な際には各種福祉サービスを適切に受けられる体制を充実するほか、虐

待防止や人権啓発、成年後見制度等の権利擁護への取組みを今後も継続して取り組むととも

に、大規模災害の発生を想定した地域ぐるみの防災活動や、要配慮者への支援の充実など、

今後も継続して自分の住む地域で安心して安全に暮らせる取組みを進めることが必要です。 

さらに、近年は 8050 問題やダブルケアなど複合的な課題への対応が求められており、

それらに対応するための体制の整備や、様々な主体が地域を包括的に支援する仕組みづくり

を進めることが必要です。 

以上のことから、本計画の基本理念の実現に向けて、次の３つの基本目標を定めます。 

地域住民が地域福祉に関心を持つための機会を提供するとともに、地域の担い手として活

躍できるよう支援を行います。 

また、地域住民による地域生活課題の解決力を強化するための体制づくりを支援し、主体

的な支え合いの促進を目指します。 

高齢者や障害者、子どもなど様々な人々が、住み慣れた地域で安全・安心に暮らせる地域

づくりを目指します。 

   また、避難行動要支援者への支援をはじめとした災害時に備えるための地域づくりや、権

利擁護の担い手育成などの権利擁護体制の充実を図ります。 

制度の狭間の課題や複合的な課題を抱えた人を支援するため、多様な主体による分野を越

えた包括的な課題解決の体制づくりを進めます。 

また、住民組織、社会福祉施設、ボランティア、NPO などの地域の関係者と地域福祉を推 

進するネットワークを整備し、多様な主体が協働した地域福祉活動の実践を目指します。 

基本目標１ 支え合いの社会づくりに向けた市民意識の醸成と担い手づくり 

基本目標２ 安全・安心に暮らせる地域づくり 

基本目標３ 分野を越えて包括的に地域を支援する仕組みづくり 



【基本目標】 【基本方針】

第４期豊橋市地域福祉計画体系図

（２）災害時の支援体制の充実

（３）権利擁護体制の充実（※２）

（１）誰もが暮らしやすい環境整備（※１）

（３）地域住民による地域生活課題解
決力の強化と体制整備

（２）地域福祉の担い手の育成支援

（１）地域福祉に関心を持つきっかけづ
くり

１ 支え合いの社会づくりに
   向けた市民意識の醸成と
   担い手づくり

２  安全・安心に暮らせる
    地域づくり

※１　「豊橋市再犯防止推進計画」については２（１）「誰もが暮らしやすい環境整備」内に記載しています。
※２　「豊橋市成年後見制度利用促進計画」については２（３）「権利擁護体制の充実」内に記載しています。
※３　「包括的な支援体制の整備」については３（１）包括的な相談支援体制の充実」内に記載しています。

３ 分野を越えて包括的に
   地域を支援する仕組み
   づくり

基本理念

全
て
の
人
が
関
心
を
持

っ

て

、

お
互
い
に
支
え
合
い

、

い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
地
域
社
会
の
実
現

第４期豊橋市地域福祉計画　（２０２１－２０２５）

（２）地域福祉活動への多様な主体の
参加促進

（１）包括的な相談支援体制の充実（※３）
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第４章 施策の展開 

１ 基本目標・基本方針ごとの取組み

【現状と課題】 

◆核家族化や一人暮らし世帯の増加が進行し地域でのつながりが希薄化する中、全ての地域住

民がいきいきと暮らすには、地域での困りごとに対し地域住民が関心を持ち、「他人事」では

なく「我が事」としてとらえてお互いに支え合うことが大切です。 

◆市民を対象としたアンケート調査において「自分が住んでいる地域が、住民が協力して地域

の福祉を支え合おうという意識が広がっている」と感じている人は 22.3％に留まっており、

また半数以上の人が「（支え合いの意識が広がっているか）わからない」と回答していること

から、地域福祉への関心を高めていく必要があります。 

【取組み方針】 

◆自分の住む地域の福祉の在り方に対して理解と関心を持ち、住民一人ひとりが主役となりお

互いを支え合う地域福祉を推進することができるよう、各種イベントや勉強会等を通して地

域の構成員としての意識啓発を図ります。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

出前講座「人にやさしいまちづくり塾」開催回数 

（５年累計） 

29 回 

（単年） 
125 回 

小学生のためのボランティア体験学習（介護予防サロン）

の参加者数（５年累計）

35 ヶ所 

174 人（単年） 

40 ヶ所 

900 人 

 ●自分たちが住む地域に対して関心を持ち、住みやすい地域づくりについて考えてみましょう。 

 ●地域で活躍している市民活動団体について知りましょう。 

 ●自分たちが住む地域の福祉について、地域のみんなでも考える機会をつくりましょう。 

基本目標１ 

支え合いの社会づくりに向けた市民意識の醸成と担い手づくり 

基本方針（１） 地域福祉に関心を持つきっかけづくり 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

意識啓発に向けた

イベントの開催 

「市民福祉の日」記念行事として福祉をより身近に

感じ理解を深める「いきいきフェスタ」を開催しま

す。 

福祉政策課 

社会福祉協議会 

「オレンジフェスタ」を開催し、市民活動団体の活

動内容を市民向けに PR します。 

市民協働推進課 

子育て応援企業参加による子育て応援フェスの開催

や、様々な機会で「子育て応援宣言」を推進します。 

こども未来政策課 

各種講座等の開催

による理解促進 

障害者差別解消法及び障害者のコミュニケーション

手段の利用促進に関する条例を周知します。 

障害福祉課 

出前講座「人にやさしいまちづくり塾」や「人にや

さしいまちづくり啓発講座」を実施し、思いやりの

意識啓発を行います。【重点】 

建築指導課 

知る機会・学びの機

会の提供 

出前講座の実施や、小中学校へ教材の貸出を行い、

全ての人にとって利用しやすいユニバーサルデザイ

ンへの理解を深めます。 

未来創生戦略室 

市内の小中学校を社会福祉協力校・研究校に委嘱し、

体験学習などを通して児童、生徒の福祉に関する関

心を高めます。 

社会福祉協議会 

ボランティア活動の内容、講座、イベント、助成活

動、他団体の紹介等の情報を発信し、活動参加を促

すとともに活動の継続・発展につなげます。【重点】 

社会福祉協議会 

行政・社会福祉協議会の施策 
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【現状と課題】 

◆福祉ボランティアの登録者数やボランティア活動人数は高齢化等を原因として平成 28 年か

ら継続して減少しており、担い手の確保が必要とされています。 

◆アンケート調査において、ボランティア活動に参加したくない理由として「活動内容がよく

わからない、よく知らない」と 32.1％の人が回答しているため、活動内容の情報提供・周知

が必要です。 

【取組み方針】 

◆地域福祉に貢献している人がいきいきと活動できるよう、民生委員児童委員、自治会などの

活動の支援や、ボランティア団体やＮＰＯ等で活動をされる人に対する育成支援を行います。 

◆地域福祉の新たな担い手の育成のため、活動内容の周知や理解促進を含めた社会参加につな

げる取組みの推進を図ります。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

「認知症サポーター養成講座」延べ受講者数 41,189 人 66,000 人 

ほの国体操リーダー延べ養成者数 61 人 180 人 

 ●興味のあるボランティア講座を受講し、積極的に社会参加の機会を持ちましょう。 

 ●地域の民生委員児童委員や自治会の活動を知り、活動に協力しましょう。 

 ●地元団体だけでなく、外部のボランティア団体や NPO 等とも協力し、地域の福祉を進めま

しょう。 

基本方針（２） 地域福祉の担い手の育成支援 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

講座による担い手

の育成支援 

ここにこサークルで子育て支援を行うボランティア

に対し、各種養成講座を実施します。 

こども未来館 

「認知症サポーター養成講座」を行い、認知症の正

しい知識の普及と支援者の養成を行います。【重点】 

長寿介護課 

読み聞かせボランティアの養成講座を実施し、絵本

の読み聞かせや紙芝居・手遊び等を通して本と人を

つなぐ活動を行うボランティアを養成します。 

図書館 

手話講習会等の福祉ボランティアの養成のための各

種講座を開催し、福祉のまちづくりのための人材育

成や、ボランティアグループの支援を行います。 

【重点】 

社会福祉協議会 

地域の活動の中心

となる人材の育成・

活動支援 

介護予防活動を推進する「ええじゃないか豊橋ほの

国体操」を指導するボランティアを養成します。 

【重点】 

長寿介護課 

地域住民の身近な相談役である民生委員児童委員の

活動を支援します。 

生活福祉課 

アクティブシニア

の活動促進 

高齢者のいきいきとした活動を紹介する情報誌「ア

クティ」を発行し、元気高齢者（アクティブシニア）

を増やし、高齢者の社会参加につなげます。 

長寿介護課 

活動の情報提供・周

知 

ボランティア活動の内容、講座、イベント、助成活

動、他団体の紹介等の情報を発信し、活動参加を促

すとともに活動の継続・発展につなげます。【重点】

（再掲） 

社会福祉協議会 

行政・社会福祉協議会の施策 



36 

【現状と課題】 

◆近所付き合いの希薄化等により、抱えている課題を身近な場所で気軽に相談することができ

ず、課題を抱えたまま社会的に孤立してしまうことが懸念されます。 

◆アンケート調査において、現在の相談支援体制について「どこに相談したらよいか分からな

い」や「気軽に相談できる場所や人が身近にいない」と半数以上の人が回答しており、身近

な場所での支援が必要とされています。 

【取組み方針】 

◆地域住民が地域での困りごとを自らの課題として主体的にとらえ、支え合い、交流しながら

課題解決を試みることができるよう、地域の体制強化を支援します。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

「お互いさまのまちづくり」支え合い活動団体数 26 団体 74 団体 

介護予防運動自主グループ数 36 グループ 72 グループ 

 ●地域で行っている活動に参加し、地域の人と顔の見える関係づくりをしましょう。

 ●日常の様々な場面で、生活上困っている人を見つけたら、自分たちができることについて地

域で相談してみましょう。 

 ●地域の課題に対し地域でできる範囲で、地域の人と協力して対応できる体制づくりを進めま

しょう。 

基本方針（３） 地域住民による地域生活課題解決力の強化と体制整備 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

住民による地域福

祉活動の機会の提

供及び支援 

地域の民生委員児童委員と主任児童委員や看護師等

が赤ちゃんの生まれた家庭を訪問し、子育ての悩み

を抱える保護者を適切な支援へつなげます。 

こども若者総合相

談支援センター 

こども保健課 

地域住民が講師となり、子どもたちへの学習や体験

活動を行う「トヨッキースクール」を開催し、地域

の大人が地域の子どもを育てる風土を醸成します。 

生涯学習課 

地域での交流活動

のための拠点づく

り・活動支援 

高齢者の交流の場や介護予防活動となる運動自主グ

ループの立ち上げや活動への継続的な支援を行いま

す。【重点】 

長寿介護課 

子どもたちの活動拠点として「放課後子ども教室」

を設け、地域住民の参画を得て様々な体験・交流活

動の機会を提供し、地域の活性化を推進します。 

こども家庭課 

「地域子育て支援センター」において子育てサーク

ルの育成・支援を行います。また、各センターを保

護者同士の交流の場として提供します。 

こども未来館 

保育課 

地域の助け合い・見

守り活動への支援 

「お互いさまのまちづくり協議会」を運営し、まち

の居場所活動などの支え合い活動の一層の普及・活

性化を推進します。【重点】 

長寿介護課 

老人クラブ会員による高齢者世帯への友愛訪問や一

声運動等の高齢者同士の助け合い活動を支援しま

す。 

長寿介護課 

行方不明の恐れがある高齢者等の親族等により登録

を行い、その高齢者等が行方不明となった場合に、

協力者に対して情報を送信し、早期発見につなげる

ネットワークの運営に取り組みます。 

長寿介護課 

民生委員や「見守りボランティア」などによる高齢

者や障害者の見守り活動を促進します。 

社会福祉協議会 

行政・社会福祉協議会の施策 
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【現状と課題】 

◆市町村地域福祉計画策定ガイドラインにおいて、居住や就労に困難を抱える人への横断的な

支援や市町村自殺対策計画と関連した施策、犯罪をした人等への支援など、様々な分野にお

ける横断的な支援が求められています。 

◆誰もが暮らしやすいまちづくりのためには、公共施設等のバリアフリー化、ユニバーサルデ

ザインの採用を更に進めていくことが大切です。 

【取組み方針】 

◆生活困窮者、高齢者、障害者、ひとり親家庭等の日常生活を送るうえで居住・就労等に困難

を抱えているために福祉サービスを必要とする人や、生きることに不安を抱えている人も安

心して暮らしやすい地域をつくるため、ニーズや段階に応じた適切な支援ができる環境を整

備します。 

◆犯罪や非行をした人の円滑な社会復帰を促進し、これらの人が再び罪を犯すこと又は再び非

行少年となることがないよう、再犯の防止等に向けた取組みを推進します。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

福祉施設から一般就労への移行者数（単年） 81 人 110 人 

ほいっぷネットワーク（電子＠連絡帳）の利用者数 772 人 1,100 人 

 ●日常生活に課題や困りごとを抱えた時は一人で抱え込まず、相談窓口を利用しましょう。 

 ●さまざまな困難や背景を抱えた人を、地域で受け入れる意識を持つようにしましょう。 

基本目標２ 

安全・安心に暮らせる地域づくり 

基本方針（１） 誰もが暮らしやすい環境整備 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

住宅・就労確保への

支援 

住宅喪失者に対して市内宿泊施設等を提供し、安定

した居宅生活に向けた支援を行います。 

生活福祉課 

市営住宅や民間賃貸住宅を有効活用し、高齢者や障

害者等の住宅ニーズに応えることができる住宅の供

給を図ります。 

住宅課 

離職や休職等により収入が減少し、住居を失うおそ

れがある人に、一定期間、家賃を給付し、安心して

就職活動を行えるよう支援します。 

生活福祉課 

障害者の個性を生かす場の創出と農業人材確保を目

指し農福連携を推進します。 

障害福祉課 

農業支援課 

高齢者や障害者等の活用を含むフレキシブルな雇用

体系を中小企業へ啓発・促進します。 

商工業振興課 

自殺対策への取組

み 

自殺対策に関する啓発のための研修会を実施し、ゲ

ートキーパーになりうる人材の育成を推進します。

【重点】 

健康増進課 

福祉サービスの質

の向上と適切な情

報提供 

一人ひとりの課題に合わせて専門職や専任の職員等

が相談に応じ、会議を行うなどの解決に向けた支援

を行います。 

長寿介護課 

障害福祉課 

生活福祉課 など 

適切な福祉サービスの確保のため社会福祉施設や障

害福祉サービス事業所への指導監査及び実地指導を

行います。 

福祉政策課 

医療と介護関係者間の情報共有を図るため、医療機

関や介護事業所で利用者情報を共有する「電子＠連

絡帳」の更なる活用促進を図ります。【重点】 

長寿介護課 

視覚障害者や外国人市民などに対応した「広報とよ

はし」を発行します。

広報広聴課 

バリアフリー化と

ユニバーサルデザ

インの採用 

新たに整備する公園のユニバーサルデザインの採用

や、既存の公園や道路のバリアフリー化を進めます。

公園緑地課 

道路維持課 

公共交通のバリアフリー化を進め、高齢者や障害者

の移動の円滑化を推進します。

都市交通課 

行政・社会福祉協議会の施策 
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～再犯の防止等に向けて～（豊橋市再犯防止推進計画）

◆現状と取組み方針 

平成 30 年の愛知県おける再犯率が 47.1％に上っている状況の中、豊橋市においても犯罪を

した人や非行少年もしくは非行少年であった人の円滑な地域社会への復帰を促進すること等に

より、犯罪をした人等が再び犯罪をすること又は非行をなくすことで地域住民の犯罪による被害

を防止し、安全で安心して暮らせる社会を目指し、以下の取組みを行います。 

◆取組みの内容 

再犯防止に関する広報・啓発活動 

（１）「社会を明るくする運動」の実施 

今後も地域の保護司会や更生保護女性会等の民間協力者と協力し、「社会を明るくする運動」を

推進します。 

【「社会を明るくする運動」の主な活動内容】 

 ・“社会を明るくする運動”豊橋市推進委員会の開催 

 ・駅前街頭啓発活動の実施 

 ・生徒指導担当教諭との座談会の実施 

 ・ポスター、標語等の作品の募集    など 

※社会を明るくする運動 

全ての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深め、それ

ぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための全

国的な運動。 

（２）民間協力者に対する表彰 

更生保護事業の発展に長年貢献いただいた人を顕彰し、その活動や意義が広く市民に共有され

るよう努めます。

犯罪をした人等の特性に応じた効果的な指導等の実施のための取組み

（１）保健医療・福祉サービスの提供 

犯罪歴の有無だけで他の対象者と区別せず、犯罪歴の有無等を対象者の重要な背景として把握

した上で、高齢者や障害者、少年や若者、女性、発達上の課題を有する人など、対象者の経歴や

性格などの特性に応じ、必要に応じて関係機関と連携して支援を行う相談支援体制の整備を推進

します。 
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（２）薬物依存を有する人等への支援 

薬物乱用の危険性・有害性を広く周知し、薬物事犯者が再び薬物に手を出さないよう、また、

薬物乱用の未然防止のための普及活動及び薬物に関する相談支援を行います。 

 【薬物乱用防止に向けた取組み】 

 ・豊橋市薬物乱用防止推進協議会の開催 

 ・「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 

・不正大麻、けし撲滅運動の実施 

・覚醒剤、シンナー等相談窓口の設置 

 ・児童、生徒等に対する薬物乱用防止の啓発教室の開催 

学校等と連携した非行防止の取組み 

少年の健全な育成及びその非行防止に関し、小中学校や高等学校、保護司会や更生保護女性会、

主任児童委員、豊橋警察署等の関係機関と緊密な連携を保ち、効果的な活動のため設置した「豊

橋市少年愛護センター補導委員会」により、青少年の健全育成及び非行防止を目的としたさまざ

まな啓発活動等を行います。 

 【主な活動内容】 

 ・駅前街頭啓発活動の実施 

 ・広報車による非行・被害防止広報活動の実施 

 ・各種イベント時の特別補導活動や、地域合同・中心街合同補導活動の実施 など 

民間協力者や更生保護施設への援助・協力 

保護司会、更生保護女性会、BBS 会等の地域で更生保護に関わる活動を行う団体や、豊橋市に

ある更生保護施設「智光寮」を運営する東三更生保護会に対し、情報共有や財政的支援を継続し

て行うことにより、地域の再犯防止活動を推進します。 

犯罪をした人等を雇用する企業等の開拓、社会的評価の向上 

豊橋市では総合評価一般競争入札の際、価格以外の評価項目の一つとして「企業の地域性や社

会性等」を設けており協力雇用主登録がある場合に加点（優遇）することで、協力雇用主制度の

普及を図ります。 

 他の再犯防止に向けての取組みについては、本計画中の以下の箇所に掲載しています。 

 具体的な取組み 掲載ページ 

就労・住居の確保等のための取

組み 

就職に向けた相談・支援等の充実 
Ｐ39 

住宅確保への支援 
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【現状と課題】 

◆住み慣れた地域で安心して暮らせるという視点から、災害発生時において自分の身を自分で

守ることが十分にできずに何らかの支援が必要な人に対し、適切な支援を届けることができ

る体制づくりが必要です。 

◆避難行動要支援者支援事業については、アンケート結果からその具体的な取り組み方法が周

知できていない現状がみられます。 

【取組み方針】 

◆災害時や緊急時に地域の住民同士が助け合えるよう、地域住民の防災・減災に対する関心を

高める取組みを進めます。 

◆災害時要配慮者への適切な支援のため、避難行動要支援者登録台帳の効果的な活用方法を検

討・実施をします。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

避難行動要支援者登録台帳への新規登録者数 

（５年累計） 

165 人 

（単年） 
900 人 

「災害ボランティアコーディネーター養成講座」修了者数

（５年累計） 

20 人 

（単年） 
100 人 

 ●災害時においてはまず、「自分の命は自分で守る」という意識のもとで行動しましょう。 

 ●災害時の避難に支援が必要な人は、積極的に避難行動要支援者登録台帳へ登録しましょう。 

 ●防災に関する自助・共助の意識を向上させるため、地域で行われる防災訓練へ参加しましょ

う。 

 ●災害時に支援が必要な人について地域の人で情報を共有しておき、いざという時に助け合う

ことができる体制づくりを進めましょう。 

基本方針（２） 災害時の支援体制の充実 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

避難行動要支援者

事業の推進 

災害発生時に自ら避難することが困難で、地域での

支援が必要な人（避難行動要支援者）を事前に台帳

登録し、把握することで日頃の見守りや災害発生時

の避難支援に役立てます。【重点】 

福祉政策課 

地域ぐるみの防災

活動の推進 

大規模な災害が発生した際、地域住民による自主的

な災害応急活動により、災害の被害を最小限に抑え

るための、自主防災組織の育成を行います。 

防災危機管理課 

地域の中核となる学校や自治会が連携して災害に強

いまちづくりを考え、継続した防災活動を促す「防

災モデル校区事業」を実施します。 

防災危機管理課 

学識者や行政職員による講話や消防職員による普通

救命講習を実施するなど、自主防災組織の中心とな

って活動する「とよはし防災リーダー」を育成しま

す。 

防災危機管理課 

災害時に市と社会福祉協議会で設置する災害ボラン

ティアセンターにおいて被災者とボランティアの

「パイプ」の役割をする災害ボランティアコーディ

ネーターを育成します。【重点】 

市民協働推進課 

社会福祉協議会 

地域の見守りネットワークを活用した災害時要配慮

者の安全確保と協力啓発を行います。 

社会福祉協議会 

行政・社会福祉協議会の施策 
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【現状と課題】 

◆「豊橋市成年後見支援センター」における成年後見に関する相談件数が増加を続けており、

今後も認知症高齢者や単独世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成年後見制度への関心が高

まりを見せています。 

◆虐待被害者が自分の悩みを抱え込むことなく相談できるよう、広く市民に情報提供や啓発を

行う必要があります。 

【取組み方針】 

◆認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人や、判断能力・金銭管理に不安

がある人等も安心して生活できるよう、成年後見支援センターの機能強化をはじめとした権

利擁護のための体制を充実させるとともに、希望する人が成年後見制度を安心して利用でき

る体制づくりを進めます。 

◆全ての人が高齢者虐待や障害者虐待、児童虐待、配偶者等からの暴力による被害を受けない

よう、虐待の防止・早期解決する取組みを進めます。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

成年後見支援センターの相談件数（単年） 454 件 500 件 

DV 相談窓口の認知度 30.2％ 50.0％ 

 ●自分や身近な人の判断能力が不十分になったときのため、権利擁護のための制度について理

解をしておきましょう。 

 ●重大な人権侵害である虐待や暴力を防止・根絶するため、DV 防止について正しく理解しま

しょう。 

 ●虐待や暴力の防止や早期発見のため、地域で見守りや声かけの活動を行いましょう。 

基本方針（３） 権利擁護体制の充実 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

権利擁護に関する

支援体制の推進 

経済的な理由により、成年後見制度を利用すること

ができない場合に制度を利用するために必要な費用

の助成を行います。 

障害福祉課 

長寿介護課 

判断能力が不十分であり、日常生活を営むことに支

障のある人に対し、生活費等の金銭管理や福祉サー

ビスの利用支援を行います。 

社会福祉協議会 

虐待・暴力の防止へ

の相談・支援ネット

ワーク 

要保護児童対策ネットワーク協議会を中心に関係機

関と連携して支援するとともに、児童相談所設置の

検討を含め児童相談体制を充実していきます。また、

ヤングケアラーの周知及び支援に努めます。 

こども若者総合相

談支援センター 

関係機関が連携して高齢者虐待防止ネットワーク運

営委員会を開催するほか、高齢者虐待の状況調査を

行います。 

長寿介護課 

とよはし総合相談支援センターを中核として、関係

機関と連携した障害者虐待防止事業を実施します。 

障害福祉課 

ＤＶ相談窓口を設置し、早期の段階で支援できるよ

う関係機関との連携を図ります。【重点】 

市民協働推進課 

11 月を「児童虐待防止月間」と位置づけ、様々な広

報・啓発活動をオレンジリボンを用いて集中的に行

います。 

こども若者総合相

談支援センター 

人権啓発の推進 人権擁護委員による人権相談や出前講座の実施、イ

ベントでの人権啓発活動を行います。 

福祉政策課 

「児童の権利に関する条約」の理念を踏まえ、全て

の子どもたちの権利が尊重されるよう、小中学校等

への訪問授業や、イベントでの啓発活動などを人権

擁護委員と連携し、さまざまな場面で啓発をします。 

こども未来政策課 

福祉政策課 

こども若者総合相

談支援センター 

行政・社会福祉協議会の施策 
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～成年後見制度の利用促進に向けて～（豊橋市成年後見制度利用促進計画）

◆現状と取組み方針 

成年後見制度は、認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人のため、その人

の心身の状態や生活状況に配慮しながら、金銭、不動産などの財産の管理や介護サービス、施設

入所等の契約行為を行うなど、誰もが住みなれた地域で安心して生活することを目的とした制度

です。 

本市においても高齢者世帯の増加が続くことが見込まれ、また、「豊橋市成年後見支援センター」

への相談件数は開設した平成 25 年以来増加を続けており、成年後見制度への関心が高まってい

ることがうかがえます。 

今後も継続して「豊橋市成年後見支援センター」をはじめとした関係機関の機能強化や後見制

度の新たな担い手の確保を行い、成年後見制度を希望する人が安心して利用できるよう、以下の

取組みを行います。 

◆取組みの内容 

権利擁護支援の地域連携ネットワークの体制整備 

権利擁護支援の地域連携ネットワークとは、権利援護支援の必要な人を発見し、適切に必要な

支援につなげるための「チーム」「協議会」「中核機関」を構成要素とした地域連携の仕組みです。 

本市においても、本人らしい生活を守るための制度として成年後見制度を利用できるよう、以

下のように体制を整備します。 

【チーム】 

本市では、後見開始前後を問わず、日常的に本人の身の回りにいる人たち（親族、民生委員等

の地域住民、担当ケアマネージャー、訪問看護、保健所等）をチームと位置づけます。 

チームによる見守り等により本人の状況を継続的に把握し、見守りの中で成年後見制度の利用

が適切と判断した場合は成年後見支援センターへつなぎます。また、後見開始後は後見人もチー

ムに加わり、見守り等の支援を行います。 

【協議会】 

 本市では、チームでの活動を支援するため法律・福祉の専門的な相談などのバックアップをす

るため、既存の会議体に家庭裁判所や弁護士会などの司法の専門家への参加を依頼し協議会とし

て位置づけます。また、支援が困難なケースに対し、協議会がケース会議を開催することで本人

への支援を行います。事務局は後述する中核機関が担います。 
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【中核機関】 

 本市では、平成 25 年 5 月に設立した「豊橋市成年後見支援センター」を地域連携ネットワー

クのコーディネートを行う中核機関として位置づけ、地域連携ネットワークの 3 つの役割を担う

ため果たすべき４つの機能の強化を図るため、以下の取組みを行います。 

《豊橋市成年後見支援センターが果たすべき４つの機能と具体的な取組み方針》 

地域連携ネットワークの 

３つの役割 

中核機関の４つの機能 

（＋副次的効果） 
具体的な取組み方針 

権利擁護支援の必要な人

の発見・支援 

広報機能 広報とよはしやホームページで相談窓口の広

報を行います。 

成年後見や権利擁護に関する講座・講演会を

開催し、制度内容の周知を行います。 

早期の段階からの相談・対

応体制の整備 

相談機能 センターへの来所・電話や、訪問により成年

後見制度に関する相談受付を行います。 

地域包括支援センターや社会福祉協議会の実

施する日常生活自立支援事業等と連携し、ニ

ーズの早期発見を図ります。 

意思決定支援・身上保護を

重視した成年後見制度の

運用に資する支援体制の

構築 

成年後見制度利用促進

機能 

今後の成年後見制度の利用促進の取組みも踏

まえた需要に対応するため、市が行う市民後

見人養成講座の方向性を検討します。 

市民後見人の増加も視野に入れ、本人と後見

人のマッチング機能について検討します。 

後見人支援機能 後見開始後も相談を受け付け、必要に応じて

チームへ働きかけるなど、後見人への支援を

行います。 

（不正防止機能） 後見人の知識や理解の不足から生じてしまう

意図しない不正行為が行われないよう、必要

な支援を行います。 

その他、成年後見制度の利用促進に関する取組みは本計画中以下の箇所にも掲載しています。 

取組み 掲載ページ 

制度利用にあたり費用負担が困難な人に対する費用の助成 Ｐ45 
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【現状と課題】 

◆個人や世帯が抱える地域生活課題に対し、ダブルケアや 8050 問題などの複雑化・多様化し

ている課題などの単独の相談支援機関では十分に対応することができない状況に対して多様

な機関が連携するなど、包括的に支援する体制づくりが必要です。 

◆市町村地域福祉計画策定ガイドラインにおいて、包括的な支援体制の整備に関する事項を市

町村の策定する地域福祉計画に盛り込むことが求められています。 

【取組み方針】 

◆高齢者や障害者、生活困窮者等に対して必要な支援がより適切に行えるよう、各相談支援機

関のネットワークにおいて関係機関と連携した相談支援体制を強化します。 

◆個人や世帯内の複雑化・多様化した支援ニーズを「丸ごと」受け止め、課題解決を試みるこ

とができるよう、それぞれの専門相談支援機関同士が必要に応じて分野を越えて連携する包

括的な相談支援体制の整備を推進します。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

相談支援包括化推進会議での対応ケース数（単年） - 50 件 

妊娠・出産・子育てに関する相談件数（単年） 7,077 件 9,700 件 

 ●複数の要素が絡み合う複合・複雑課題についても相談窓口に話をすることで、自分が困って

いることを相談支援機関へ知らせ、アドバイスや支援を受けましょう。 

 ●地域全体で地域に存在する生活課題を把握し、相談支援機関とも連携・協力して対応しまし

ょう。 

基本目標３ 

分野を越えて包括的に地域を支援する仕組みづくり 

基本方針（１） 包括的な相談支援体制の充実 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

包括的な相談窓口

の充実 

世代や分野に関わらず、包括的に相談を受け止め、

適切な相談支援機関へつなぐことができる体制の整

備に向けた検討を行います。【◎新規】 

福祉政策課 

妊娠・出産・子育てに関する情報提供や相談対応を

行い、子育て支援のワンストップ化を図ります。 

【重点】 

こども未来館 

こども保健課 

保育課 

日本語が十分に理解できない外国人市民の広く生活

全般にわたる相談を受け止め、多言語での相談の実

施や行政情報の提供を行います。 

多文化共生・国際課 

多様な機関が協働

する相談支援体制

の充実 

複雑化・複合化した課題を抱える個人や世帯に対す

る適切な支援を行うため、各分野の相談支援機関と

の連携を強化します。【重点】 

福祉政策課 

地域で課題を抱えている高齢者などの個別事例の解

決に向けた検討を行うために、地域ケア会議を開催

します。 

長寿介護課 

障害者自立支援協議会を開催し、障害者への支援体

制に関する課題について関係機関によるシステムの

構築及び強化を行います。 

障害福祉課 

訪問支援を含めた早い段階からの支援を行い、関係

機関と連携して生活困窮者の早期自立を支援しま

す。 

生活福祉課 

環境部と福祉部の関係課が連携し、いわゆる「ごみ

屋敷」や、ゴミ出しに困難を抱える人への支援を推

進します。 

廃棄物対策課 

収集業務課 

長寿介護課 

障害福祉課 

生活福祉課 

行政・社会福祉協議会の施策 
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～包括的支援体制の整備に向けて～ 

◆現状と取組み方針 

ダブルケアや 8050 問題などの複雑化・複合化している課題や制度の狭間の課題を抱えた個

人・世帯に対する支援は、その個別性の高さから支援に苦慮している現状があります。 

本計画の基本理念である「全ての人が関心を持って、お互いに支え合い、いきいきと暮らせる

地域社会の実現」に向け、複雑化・複合化した課題を抱えた人も含めて誰一人取り残さず支援を

届けるため、本市では特に重要な視点は「予防」にあるととらえています。 

地域住民が潜在的に抱えている問題が深刻化し、解決が困難な状況とならないためには、「待ち」

の姿勢ではなく地域や相談支援機関において早期に課題を発見し支援につなげていくことが大

切です。その早期発見のため「地域において主体的に地域生活課題を把握し、解決を試みること

のできる環境づくり」や、「地域において地域生活に関する相談を包括的に受け止める体制の整

備」など、本市の現状に合わせた包括的な支援体制の整備が重要です。 

以上を踏まえ、本市においては以下の５つの取組みを推進することで包括的な支援体制の整備

を推進します。 

◆取組みの内容 

 包括的相談支援 

地域に存在する課題の早期発見や制度の狭間となる課題に対応するため、地域住民にとって身

近な場所で、気軽に分野や世代を限定せずに相談できる拠点の整備を推進します。 

地域住民の様々な相談を拠点において包括的に受け止め、必要に応じて地域住民や支援機関の

ネットワークと連携して対応し、また、複雑化・複合化した課題については後述する多機関協働

へとつなぐ役割を担うことで、包括的相談支援に向けた体制づくりを行います。 

 多機関協働 

複雑化・複合化した課題を抱える個人や世帯に対して市全体で包括的な相談支援体制を整備す

るため、令和２年度から「相談支援包括化推進員」を配置しています。 

「相談支援包括化推進員」は単独の相談支援機関では対応が難しい複雑化・複合化した事例に

対し、相談支援機関同士の連携調整を行うことを主な役割とし、各相談支援機関等から相談や情

報提供を受け、課題解決に向けて支援チームの編成や支援方針の検討を行います。今後もより効

果的な連携へ向け継続して各機関と意見交換を行います。 
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 アウトリーチ等を通じた継続的支援 

 さまざまな事情により相談支援機関を訪れることができない相談者や支援を拒否する人など、

必要な支援を届けることができていない人に対して支援を届けるため、アウトリーチ等による継

続的支援に向けた取組みを推進します。 

アウトリーチ等により「待ち」の姿勢ではなく積極的に支援を届けるとともに、継続して相談

者と関わりを持つことで信頼関係の構築を図ります。また、相談支援機関だけでなく、地域住民

からも情報提供を受け、潜在的な相談者を見つけて支援を届けることができるよう、相談支援機

関と地域住民とで顔の見える関係性を保つための取組みを進めます。 

※アウトリーチ 

福祉分野においては「支援が必要であるにも関わらず、支援が届いていない人に対し支援機関

等が積極的に働きかけて情報・支援を届ける」ことを意味します。 

参加支援 

各分野で行われている既存の社会参加に向けた支援では対応できない個別性の高いニーズに

対応するため、新たな社会資源の創出による「社会とのつながり」づくりに向けた支援を推進し

ます。 

就労支援施設や民間団体などの地域の社会資源への働きかけや既存の社会資源を拡充するこ

とで、本人や世帯のニーズや状態に合った支援メニューをつくることのできる体制の構築に向け

た検討を進めます。また、支援の定着に向け、マッチング後の本人に対するフォローアップや、

受け入れ先の課題に対してサポートする取組みも併せて検討します。 

 地域づくり 

これまで出会う機会の少なかった人と出会うことにより新たな役割や生きがいを持つことが

できるよう、高齢者と子ども及び保護者が交流する場などの分野や世代を越えて交流できる場や

居場所の整備を推進します。 

地域に存在している分野別・年代別の交流の場や活動の場を更に広げることで新たな交流・参

加・学びの機会を生み出し、「人と人」「人と居場所」をつなぎ合わせることで地域活動の活性化

を図ります。 
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【現状と課題】 

◆市町村地域福祉計画策定ガイドラインにおいて、様々な課題を抱える人への支援に関して福

祉分野以外の様々な分野と連携し、地域の活性化に寄与しながら地域生活課題の解決にも同

時に資する取組みを行うことが求められています。 

◆平成 28 年の社会福祉法改正において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、本来の

役割を明確化するため、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設されま

した。 

 【取組み方針】 

◆地域住民や行政だけではなく、社会福祉法人や民間企業も含めた地域で福祉を支える各団体

などの様々な団体が主体となって地域の課題や住民の生活上の課題の解決に取り組めるよう、

多様な主体による活動を支援します。 

評 価 内 容 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

まちづくり活動に参加したことがある市民の割合 45.6％ 75.0％ 

総合福祉センター・地域福祉センターの貸室利用者数

（単年） 
112,430 人 121,000 人 

 ●自分が働く場において、地域のために貢献できることはないか考えてみましょう。 

 ●行政、社会福祉法人や民間企業など様々な主体と連携して地域福祉を進めましょう。 

基本方針（２） 地域福祉活動への多様な主体の参加促進 

数値目標 ～今後５年間の目標～ 

地域で暮らす みんなのアクション 
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主な取組み 内   容 主管課 

社会福祉法人や民

間企業等による公

益的な取組みの推

進 

ライフライン事業者等の地域の事業者が高齢者等の

異変に気付いた際に市へ連絡する体制を整備しま

す。 

長寿介護課 

高齢者や障害者等の活用を含むフレキシブルな雇用

体系を中小企業へ啓発・促進します。（再掲） 

商工業振興課 

市内の社会福祉法人の公益的な取組みに関する調

査・情報収集を行い、また必要に応じて意見交換会

を実施するなど、地域のニーズや活動における課題

を把握した上で必要な取組みを検討します。 

【◎新規】

社会福祉協議会 

地域福祉を支える

団体等が協働する

ためのネットワー

クの構築 

総合福祉センター及び地域福祉センターを地域にお

ける社会福祉活動の拠点として運営し、社会福祉活

動を行う団体の支援を行います。【重点】 

福祉政策課 

市民活動プラザを運営し、市民活動団体の育成及び

活動に対する支援を行います。【重点】 

市民協働推進課 

地域コミュニティや市民活動団体が地域の課題解決

などまちづくり活動を行う拠点として各校区市民館

の環境整備を行います。 

市民協働推進課 

オレンジフェスタの開催により市民活動団体がお互

いの活動の理解を深めるとともに、市民・団体・企

業・行政などの多様な主体が協働してまちづくりに

取り組むきっかけをつくります。 

市民協働推進課 

市民参加によるボランティア団体の活動拠点施設と

してボランティアセンターの環境整備に取り組みま

す。【重点】 

社会福祉協議会 

行政・社会福祉協議会の施策 
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第５章 計画の推進に向けて 

１ 計画の総合的な推進体制 

本計画の効果的な地域福祉の推進のため、行政及び豊橋市社会福祉協議会だけでなく、地域住

民や民生委員児童委員、自治会、地域活動団体、ボランティア、企業など地域の様々な主体が地

域福祉に向けての取組みを行うことが重要であり、また、一体的な推進のためにはそれぞれが協

働することが必要です。 

 それぞれの主体に対し、地域福祉に関する情報を発信するとともに、地域における連携・協働

の取組みを促進し、効果的かつ一体的な地域福祉の推進を図ります。 

地域福

祉の推

≪協働による推進体制のイメージ≫ 

行政

自治会・

民生委員

児童委員

社会福祉

協議会

地域活動団体 

企業

地域住民

福祉事業

関係者

地域福祉

の推進
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２ 計画内容の広報・啓発 

地域の様々な主体が本計画の基本理念を共有した上で地域福祉に主体的に取り組めるよう、ホ

ームページでの紹介、各種イベントにおける積極的な啓発活動など、さまざまな媒体や機会を通

じて、計画内容の広報・啓発に努めます。

３ 計画の評価・管理 

本計画の進捗状況や達成度の評価・管理については PDCA サイクルに基づき、計画を策定

（Plan）した上で、基本目標の達成に向け計画的に実施（Do）し、定期的に点検・評価するとと

もに、社会状況や国の福祉制度の状況を把握（Check）し、必要に応じて見直し・改善（Action）

を行います。 

《計画の進行管理》 

計画の策定、見直し 

計画（Plan） 

関係機関との連携、協

働による施策の実施 

実行（Do） 

点検・評価、社会状況や国

の福祉制度の状況把握 

評価（Check） 

施策の見直し、改善 

改善（Action） 


